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平成 27年 12月期 通期連結業績予想と実績値との差異に関するお知らせ 

 

 平成 27年２月 16日に公表いたしました平成 27年 12月期 通期連結業績予想と本日公表の実績値

との差異について、下記の通りお知らせいたします。 

 

１．平成 27年 12月期 通期連結業績予想と実績値との差異 

  連結業績予想値と実績値との差異（平成 27年１月１日～平成 27年 12月 31日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 

四半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 8,041  256  220  191  7円 61銭  

今回実績 6,054  87  55  △63  △２円 13銭  

増減額（Ｂ-Ａ） △1,987  △ 169  △163  △254  －  

増減率（％） △24.8％  △66.1％  △75.0％  －  －  

（ご参考） 

平成 26年 12月期通期 
12,068  △923  △996  △1,584  △63円 04銭  

 

２．差異の理由 

 １）売上高（8,041百万円 ⇒ 6,054百万円） 

 外食産業における販売競争が激化する中、当社を取り巻く販売環境は、前期と比較し、より厳しい

状況が続いております。販売競争が激化する中で、当社の主軸事業である持ち帰り寿し事業の商圏は

狭小し、前期と比較し、店舗当たりの売上高は減少傾向にあります。店舗当たりの売上が減少傾向に

ある中で、収益性を確保出来ない不採算店舗の改善が必要とされる中、収益性が改善されないと判断

される店舗においては、早期撤退を実施し、一方で既存店舗の収益構造の改善に着手し、売上高及び

収益性の改善に着手し、主軸事業である持ち帰り寿し事業の再建を図っております。 

 当期における通期連結業績予想値は、平成 26年 11月 14日付「事業方針の策定についてのお知ら

せ」にお知らせした施策を前提に、下記の点を考慮し、構成されたものでございます。 

・ 不採算店舗の存続による損失の発生を早期に回避するため、平成 27年 7月までに 100店舗を閉

鎖する計画を、平成 27年 3月までに閉鎖を進める計画とした点。また、この計画変更に伴い、2

億円超の売上高減少、及び 18百万円程度の利益改善を見込んでいた点。 

・ 前期と比較し、上記不採算店舗の閉店による売上高の減少、販売競争が激化する中で想定される

既存店舗の売上高減少、食材等の提供量が減少する事を想定した売上高減少等を考慮した点。 



 

 当連結会計期間において、不採算店舗の早期撤退は完了し、既存店舗においては、サービスの改

善、小僧寿しの味の基盤であるシャリの品質向上や、季節の食材を織り交ぜたイベント商品の充実や

グランドメニューの改定等を図り、お客様に感動を与える事が出来るサービスクオリティの実現に向

けた改善を進めております。また、物流コスト構造の見直しによるコスト削減、人件費のコスト削減

等、店舗当たりの収益性が増加する施策を実施致しました。 

当社は上記施策の実施により、当第２四半期連結会計期間までに、緩やかに減少する状況にあった

店舗当たりの売上高の減少に歯止めをかけ、来店頻度の増加による売上高の改善、及び収益性の改善

を見込んでいた点、また、新業態であるラーメン店について、店舗当たりの売上高及び収益性が当初

予想を下回っていたため、上半期において 10店舗の新規出店に留まっていたものの、下半期におい

て、売上高及び収益性の改善を見込んだ新ブランドによるラーメン店の出店により、40店舗の出店を

行う事で、当初予想の売上高、利益の創出を予定していたため、平成 27年 12月期第２四半期の時点

において、通期連結業績予想を据え置きいたしました。 

 

 しかしながら、以下の要因に伴い、当初予想数値の売上高を下回る結果となりました。 

 

・ 持ち帰り寿し事業における収益確保を目的として、広告宣伝費の削減を実施致しました。この実

施による、店舗当たりの来店客数が減少したことにより、売上高が減少致しました。 

・ 市場競争の激化に伴う影響により、店舗当たりの売上高が緩やかに減少する状況において、顧客

の来店頻度の増加による売上高の改善を目的として、サービスの改善、小僧寿しの味の基盤であ

るシャリの品質向上、季節の食材を織り交ぜたイベント商品の充実、グランドメニューの改定等

を図ることにより、当期上半期において売上高の減少傾向は停滞したものの、下半期において増

加に転じるまでには至りませんでした。 

・ 新業態であるラーメン店について、当連結会計期間において、平成 27年 6月までに 50店舗の出

店を行う計画であったものの、実績として 10店舗の出店、及び店舗収益性が確保されない３店

舗について休店としたため、平成 27年 12月末の時点においては、７店舗の出店に留まっており

ます。その要因としては、新規開発したラーメン店の売上高及び収益性が想定を下回るものであ

ったため、「麺や小僧」ブランドによる出店展開を変更し、味・商品構成等、新たなコンセプト

のラーメン店の店舗運営を行うことにより、収益性の確保に努めました。上記新ブランドによる

ラーメン店の運営により、当初予定であった 50店舗の出店展開を継続し、順次出店を行う予定

でありましたが、新ブランドによるラーメン店においても当初予想の売上高及び収益性を確保す

るには至らず、下半期以降の出店展開を見合わせたため、当初予想の売上高を下回る要因となり

ました。  

・ フランチャイズ加盟店に対する食材等の提供価格の見直し、物流コストの適正化を実施し、収益

構造を改善する一方で、フランチャイズ加盟店においても、調達する食材等の選定、及び調達先

の選定が行われたため、結果として当社からフランチャイズ加盟店に対して食材等の提供量が減

少し、当初予想の売上高を下回る要因となりました。 

  



 ２）営業利益（256百万円 ⇒ 87百万円） 

 １）に記載した、不採算店舗の早期撤退、既存店舗の収益構造の改善、食材等の提供価格の見直

し、物流コストの適正化等を行った結果、当社の収益性は着実に改善されており、当連結累計期間に

おいて、87百万円の営業利益を創出するに至りました。 

 しかしながら、１）売上高の差異に記載のとおり、売上高の減少による影響が大きいために、営業

利益 256百万円の予想数値を下回り、87百万円の営業利益となりました。 

 

３）経常利益（220百万円 ⇒ 55百万円） 

主として、２）営業利益の差異に記載の理由によるものです。 

 

４）当期純利益（191百万円 ⇒ △63百万円） 

主として、２）営業利益の差異に記載の理由の他、特別損失として下記の計上が発生した事による

ものです。 

・ 閉鎖店舗に係る退職金の支払い ： 47百万円 

・ 閉鎖店舗の閉鎖損失に係る費用の計上 ： 27百万円 

・ 過年度決算の訂正にかかり発生した費用の計上 ： 36百万円 

・ その他損失の計上 ： 31百万円 

 

 

以 上 


